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要 旨 

 

*1 現 パシフィックコンサルタンツ（株） 
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本書は、親水利用の安全に資する目的で、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害

の軽減に向け、親水利用区間を対象として、親水利用の適用性を、主に、河道の外力特性と

避難可能性の二つの側面から評価するための技術的事項について取りまとめたものである。



   

  

 

はじめに 

山地や中山間地を流下する渓流は、景観、水質、生態系等の自然環境に優れているものが多いこと

から、休養やレクリエーション活動のニーズが高い。渓流での親水利用は、水遊びや釣りなどに限ら

ず、バーベキューやキャンプなどに伴う利用も多い。これらの利用は、親水利用のニーズから整備さ

れた親水拠点（親水性の高い広場状の場所）に多く、隣接背後地の公園整備と一体となった親水施設

も数多く存在する。利用者層は多様であり、水遊びなどを目的とした幼児や児童が占める割合も大き

い。夏期には、多くの利用者で賑わい、地域の活性化に繋がっている。特に、近年では、利用形態の

多様化が進み、利用者層も拡大している。 

しかし、その一方で、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害も発生しており、しばしば、

取り残され事故（対岸や中州に取り残される）も発生している。これらには、平常時の利用水深から

数 cm 程度の増水でも、外力が急に大きくなるなど、人的被害の発生が懸念されるような河道特性（河

道の外力特性）を有している場合がある。このため、親水利用区間では、親水利用の適用水深など、

親水利用の適用性を評価しておくことが必要であると考えられる。ただし、現状では、親水利用にお

けるリスク分析や適用性の評価は、ほとんど実施されていないようである。 

公共物である河川では、排他的な使用でない限りは、原則として自由使用が認められている。この

ため、河川利用における危険の回避は、利用者の責任において行われることが基本である。しかし、

親水利用を目的とした整備により、積極的に水辺へのアクセス性を高め、水辺へ誘導し、親水利用を

促す場合には、水難事故などの発生の危険性について検討する必要があると思われる。 

親水利用などの野外活動の特徴として、遊びに内在するリスクを楽しむということが挙げられる。

この場合のリスクとは遊びの楽しみの要素で冒険や挑戦の対象となるもので、小さなリスクへの対応

を学ぶことで経験的に危険を予測し、事故を回避できるようになる。これは、災害時の“生きる力”

を育むことに繋がるものと捉えられる。 

しかし、冒険や挑戦といった遊びの価値とは関係なく、判断不可能な危険性であるハザードや、負

傷事故や致死事故の原因となるハザードは除去する必要がある。 

本書は、親水利用の安全に資する目的で、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害の軽減に

向け、親水利用区間を対象として、親水利用の適用性を評価するための技術的事項に関する一考察で

ある。特に、児童の利用が多い親水拠点などへの適用を想定した。本書の活用により、親水利用者の

安全性の観点から、親水利用の適用性が適切に評価され、適切な親水利用推進の一助となることを希

望する。 

 

 



 

 

評価・対策の基本的な考え方（親水利用の適用性の評価と対策のながれ） 

親水利用のある渓流でのフラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害を軽減し、安全な親水利用

を促すため、親水利用の適用性を評価し、効果的・効率的な対策を推進する。 

 

 
 

親水利用区間の評価と対策のながれ 
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1. 目的と内容 

1.1 目的 

本書の目的は、砂防設備の親水利用の適用性（利用目的に応じた安全な親水利用の可能性）

を評価し、適切な安全対策を講じる際に考慮すべき事項を取りまとめて示し、もって、人の利

用がある砂防設備でのフラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害の軽減の一助となること

を目的とする。 

 

【解説】 

近年、局地的大雨によるフラッシュフラッド（鉄砲水）など、親水利用者の水難事故の増加

が懸念されている。一方、親水利用のニーズの高まりとともに、親水利用における快適性や安

全性の社会的要求が高まっている。 

本書は、人の利用がある砂防設備のある親水利用区間を対象とした。この場合の親水利用区

間とは、親水利用を促す区間をいう。本書の目的は、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人

的被害の軽減である。 

 

1.2 内容 

親水利用の適用性について、河道の外力特性と危険回避の可能性の観点から、親水利用区間

のリスク分析を行い、効果的な対策を選定するための評価手法について記載する。 

【解説】 

親水利用を目的とした整備により、積極的に水辺のアクセス性を高め、水辺へ誘導し、親水

利用を促す場合には、水難事故などの発生の危険性について検討する必要がある。 

近年、フラッシュフラッド（鉄砲水）による親水利用者の人的被害が増加している可能性が

ある。一方、河道の外力特性や、危険回避の可能性の観点からの親水利用のリスク分析は、こ

れまでほとんど実施されていない。 

本書は、親水利用の適用性（利用目的に応じた安全な親水利用の可能性）について、河道の

外力特性と危険回避の可能性の観点から、効率的に親水利用区間のリスク分析を行い、効果的

な対策を選定するための評価手法について記載した。本手法は、利用の実態に応じた順応的な

管理を念頭に、親水利用の適用性を評価し、適切な親水利用を推進することを目指している。

これにより、親水利用の目的や利用目標が明確となり、安全性の高い親水利用が推進されるこ

とが期待される。 

なお、本書の内容は、技術的水準の向上その他必要に応じて改訂されるべき内容のものであ

る。 
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1.3 基本方針 

親水利用の適用性を評価し、改善すべき環境要因を把握することで、効率的・効果的な対策

を推進する。 

 

【解説】 

局地的大雨と称される短時間豪雨の発生は、フラッシュフラッド（鉄砲水）の発生に繋がる

危険が高く、しばしば、河道内の親水利用者や工事関係者などの人的被害が発生する。 

事故や災害は、環境要因と人的要因が重なり合うときに発生する。河道内の親水利用者がフ

ラッシュフラッド（鉄砲水）に巻き込まれる場合、環境要因としては、フラッシュフラッド（鉄

砲水）という外力、河道の外力特性（断面形状や縦断形状などの影響による流速や水深などの

特性）、避難路・避難場所、視距（上流の見通し距離）などが挙げられる。このうち、気象要

因や流出要因によるフラッシュフラッド（鉄砲水）という外力そのものを評価し、コントロー

ルすることは難しい。しかし、河道の外力特性や、避難路や避難場所といった環境要因を評価

し、コントロールすることは可能である。また、警報システムなどの適切な環境を準備するこ

とで、フラッシュフラッド（鉄砲水）に巻き込まれる前に安全な避難が可能になるなど、人的

被害の発生を軽減することが可能になる。 

すなわち、親水利用の適用性を評価し、改善すべき環境要因を把握することで、効率的・効

果的な対策を推進することが可能となる。 

 

図 1.3.1 フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害の発生 1）を参考に作成 
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1.4 適用性の評価のながれ 

親水利用区間の利用特性を整理・評価し、河道の外力特性や、危険回避の可能性の観点から、

適用性の評価を行い、効率的・効果的な対策を推進する。 

 

【解説】 

対象となる親水利用区間の利用特性（利用目的、利用者層、利用頻度など）を整理・評価し、

河道の外力特性（人的被害の発生水位、人的被害予測水位の発生頻度）や、危険回避の可能性

（避難路・避難場所、視距）の観点から、適用性の評価を行い、適切な親水利用に向けた効率

的・効果的な対策を推進する。 

 

 

 

図 1.4.1 親水利用の適用性の評価のながれ 
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2. 利用特性の評価 

2.1 親水利用区間の抽出 

本書における親水利用区間とは、主として親水利用のニーズから親水整備された区間を対象

とする。ただし、親水整備されていない場合でも、親水利用の頻度が高い区間については、利

用状況に応じて対象とすることが望ましい。 

 

【解説】 

急峻な山地流域を流下する渓流は、景観、水質、生態系等の自然環境に優れているため、普

段の生活を離れた休養やレクリエーション活動に適している。近年は、利用形態の多様化が進

み、利用者層も拡大している。 

渓流での親水利用は、水遊びや釣りが多く、バーベキューやキャンプなどに伴う利用も多い。

このような利用は、親水利用のニーズから親水整備された親水拠点（親水性の高い広場状の場

所）に多く、隣接背後地の公園整備と一体となった親水施設も数多く存在する。これらの施設

の利用者層は多様であるが、一般に水遊びなどを目的とした幼児や児童が占める割合が大きい。

夏期には、多くの利用者で賑わい、地域の活性化に繋がっている。 

なお、近年では、渓流における利用形態が多様化し、川下りを目的としたラフティングやキ

ャニオニング、リバーボードなど、急流を下ってのスリルを楽しむレジャーによる利用が増加

している。その一方で、急流に流されることによる水難事故や、急激な増水に流されるなどの

水難事故も発生している。 

表 2.1.1 渓流での親水利用 

親水利用の状況 親水利用 河川指定区間 
・砂防指定地 

親水整備 
（施設整備）

1. 親水整備の無い自然河道での親水利用があるも

の（河川指定区間や砂防指定地ではない） ○ × × 

2. 親水整備の無い自然河道での親水利用があるも

の（河川指定区間または砂防指定地） ○ ○ × 

3. 親水整備が有り親水利用があるもの（河川指定

区間や砂防指定地ではない） ○ × ○ 

4. 親水整備は無いが、目的外利用としての親水利

用があるもの（河川指定区間または砂防指定地）
○ ○ × 

5. 親水整備（施設整備）が有り親水利用があるも

の（河川指定区間または砂防指定地） ○ ○ ○ 

※5 には、河川または砂防管理者が整備したものと、市町村などが整備した施設を含むものがある。 
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図 2.1.1 親水利用の例（目的外利用としての親水利用） 
（国土交通省砂防部提供 ※表 2.1.1 4.に該当 左：栃木県日光市、右：三重県いなべ市） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.2 親水利用の例（親水整備のある施設での親水利用：水辺の楽校など） 
（国土交通省砂防部提供 ※表 2.1.1 5.に該当 左：鳥取県伯耆町、右：島根県雲南市） 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1.3 親水利用の例（親水整備のある施設の親水利用：砂防環境整備事業など） 
（国土交通省砂防部提供 ※表 2.1.1 5.に該当 左：香川県高松市、右：滋賀県甲賀市） 
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2.2 利用特性の評価 

親水利用区間の適切な安全管理に向け、利用目的を明確にし、利用者層や利用頻度などの基

本条件を整理する。既存施設では、利用の実態に応じた順応的な管理を念頭に、利用者層や利

用頻度などの利用特性を評価する。 

 

【解説】 

親水利用区間の適切な安全管理に向け、利用目的を明確にし、利用者層や利用頻度などの基

本条件を整理する。既存施設では、利用の実態に応じた順応的な管理を念頭に、利用者層や利

用頻度などの利用特性を評価する。また、利用目的と利用の実態について評価する。 

既存施設を対象とした親水利用の実態調査は、河川水辺の国勢調査マニュアル（案）に示さ

れる“河川空間利用実態調査”に準じて実施することが望ましいが、調査回数や調査内容は、

利用の実態に応じて変更してもよい。 

表 2.2.1 利用特性の整理結果の例 

都道府県 ○○県 担当機関 ○○県△事務所 施設名 △△流路工 

利用目的 適用水深 利用者層 

背後地の整備と一体となった親水利用。生

涯学習、自然環境教育や自然保護・保全活

動の拠点施設として利用。児童の水遊びな

どの親水利用を目的とする。 

水遊び：20cm 以下 児童、および児童を含む保護者。キャ

ンプ等の利用者。 

利用形態別内訳 利用場所別内訳 
区間 季節 合計 

(人/日) 水遊び 釣り スポーツ 散策等 水域内 水際 高水敷
河岸 
(堤防) 

 春期          

 夏期          

 秋期          
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3. 河道の外力特性の評価 

3.1 人的被害の発生水位の予測評価 

河道内の親水利用者などの人的被害の多くは、流されることにより発生する。歩行面の摩擦

力よりも身体に作用する流体力が大きくなる場合には自立が困難となるため、この場合に人的

被害が発生するものとして取り扱う。 

 

【解説】 

河道内の親水利用者などのフラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害は、流されること

により発生する。遭遇者は、身体に作用する流体力に対して歩行面の摩擦により抵抗するもの

として、自立が困難になる場合に人的被害が発生するものとして扱う例えば 2),3),4)。条件を示すと

以下の通りである。 

∫ ∫ ∂
∂

+≤−⋅ dV
t
uCdSuC.)wmg(f MD ρρα 250  （1） 

左辺は河道（河床）面の摩擦力であり、右辺はモリソン式に基づく流体力である。右辺第 1
項は抗力、右辺第 2 項は慣性力を示す。 

ここに、ｆ：摩擦係数（ 7040 .. ～≅ ）、ｍ：人体の質量、ｇ：重力加速度、ｗ：流水中の人

体に作用する浮力、α：安全率（歩行者の体力や流れに対する感じ方による影響（ 2≅ ））、

ρ：流体の密度、ＣＤ：抗力係数（ 01.≅ ）、u：洪水流速、dS：人体の流れに対する微小投影

面積、CM：質量係数（ 02.≅ ）、dV：浸水した人体部分の体積要素である。 

ここで、ｆは、須賀らによる摩擦係数実験 2）を参考として、玉石・砂利に 0.4、砂・土に 0.5、
コンクリートなどの歩行面に 0.7 とする。 

なお、フラッシュフラッド（鉄砲水）は、洪水先頭部が段波として流下する場合がしばしば

ある。この場合、抗力と慣性力に、段波による衝撃力が加わることになる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.1 人的被害の発生条件 

摩擦力

流体力

自立が可能 ： 摩擦力 > 流体力 

自立が不可能： 摩擦力 < 流体力 
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3.1.1 人体モデルの設定 

人的被害の予測評価の人体モデルは、親水利用の目的や利用者層に応じて設定する。人体モ

デルは、人体形状を近似したモデルを基本とする。 

 

【解説】 

人的被害の予測評価の人体モデルは、親水利用の目的や利用者層に応じて設定する。人体モ

デルは、人体寸法計測調査 5),6)などの結果を採用し、人体の各部分（脚、胴、腕、頭部）の形状

を円柱等の形状にて近似した人体モデルを基本とする。 

児童などの利用が多い親水拠点では、水遊びなどの利用が中心となることや、類似事例との

比較を行うため、当面、児童（6 歳児）を想定した評価を行うものとする。ただし、利用目的や

利用者層が明確になっている場合にはこの限りではない。 

 

【備考】 

急流河川を対象とした親水利用調査 7）を基にした人的被害の予測評価では、人体寸法計測調

査 5),6)の結果を採用した。参考として、表 3.1.1 に人体モデルに適用した身長および体重を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.2 人体モデルによる形状近似の例 

表 3.1.1 人体モデルに適用した身長および体重の例 

 児童男性 青年男性 高齢男性 児童女性 青年女性 高齢女性 
身長 

（cm） 116.6 170.6 160.9 115.8 158.6 149.3 

体重 
（kg） 21.5 59.5 60.6 21.0 53.5 55.3 

※児童：6 歳、青年：20 歳、高齢：60～70 歳を想定 

※本書では、学校教育法、道路交通法を参考とし、就学前後の 6 歳児を児童とした。 
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3.1.2 外力モデルの設定 

親水利用の代表地点を選定し、当該地点での水深が変化する場合の人体に作用する流体力を

算定する。流速の算定は、河道および水理条件に応じて適切に選択する。 

 

【解説】 

水遊びなど水域内での親水利用がある場合、親水利用されている横断的な位置や利用の範囲

は様々である。このため、利用の実態に応じて代表地点での親水利用の適用水深や人的被害の

予測評価を行うことを想定し、代表地点（予測評価地点）での水深が変化する場合に人体に作

用する流体力を算定する。 

流体力の算定に採用する流速の算定は、親水利用の実態を考慮し、河床勾配や粗度などの河

道条件を設定する。流体力算定のための粗度は計画粗度と同じ値である必要はない。河床や河

岸（護岸など）の状況を考慮し、建設省河川砂防技術基準（案）同解説（調査編）に示されて

いる平均流速公式レベル 1a で用いられている方法など、水深の変化を考慮して粗度係数の設定

を行うものとする。 

流速の算定手法は、マニングの平均流速公式あるいはそれを拡張したものを用いる。河道幅

の狭い単断面河道または単断面とみなせる程度の複断面河道の場合は、河岸法面粗度の影響を

受けるなど、潤辺内での粗度の状況の変化が相対的に大きくなりやすいため、平均流速公式レ

ベル 1a の採用を基本とする。また、河道幅が十分に広く、流水断面が性質の異なる断面に分割

できる場合、河道状況に応じて、平均流速公式レベル 2～3 を採用する。 

なお、帯工などの横断構造物がある場合には、水位によって流れの形態が変化する場合があ

るため、流速の算定は、河道および水理条件に応じて適切に選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1.3 合成粗度係数の算定 
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3.1.3 人的被害の発生水位の評価 

人的被害の発生は、予測評価地点での“摩擦力 - 流体力”にて評価する。“摩擦力 ≥  流体

力”となる最大の水深を親水利用可能最大水深とする。親水利用可能最大水深は、人的被害の

発生が予測される水深として取り扱う。また、このときの水位を人的被害の発生水位とし、人

的被害予測水位とする。 

 

【解説】 

人的被害の発生水位の予測評価は、予測評価地点での任意の水深での“摩擦力 - 流体力”に

て評価する。ここで、洪水波形の設定は困難であると考えられることから、当面、人的被害の

発生は、流体力を抗力にて表現した以下の条件により算定する 2）。 

∫≤−⋅ dSuCwmgf D
25.0)( ρα  （2） 

予測評価地点は、利用の実態を考慮して設定し、複数地点を設定することが望ましい。ここ

で、図 3.1.4 に示すように、親水利用の実態によっては、同一水位であっても、選定すべき予測

評価地点が異なる。 

式（2）では、水位の時間的な変化は考慮していない。人的被害の予測は、予測評価地点に

親水利用者が自立していることを想定し、単位幅で水深を変化（例えば、1cm 毎に水深を変化

させるなど）させ、それぞれの水深での摩擦力と流体力の差より、人的被害の発生水深を算定

する。すなわち、“摩擦力 ≥  流体力”となる最大の水深が、予測評価地点での親水利用の限

界となる水深（親水利用可能最大水深）となる。 

ここで、予測評価地点での親水利用可能最大水深と、親水利用目的より要求される水深（Ex. 
水遊びなどの親水利用：児童が 0.20m 以下で流されないなど）を比較し、親水利用目的より要

求される水深が確保できているかを比較し、予測評価地点の親水利用の適用性（利用目的に応

じた安全な親水利用の可能性）を評価する。 

すなわち、親水利用目的に応じた水深が確保できない場合は、外力特性に応じた対策が必要

であるものとして取り扱う（5 章参照）。 

 

水位

水深

水深
水深

 

図 3.1.4 予測評価地点の水位と水深 
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予測評価地点の外力モデルの設定は、前小節 3.2.2 に示したとおりであるが、平常時などに

予測評価地点の水深と流速を計測し、人的被害の予測評価に採用した外力の算定結果の妥当性

を検証することを基本とする。 

なお、親水利用可能最大水深は、人的被害の発生が予測される水深として取り扱う。また、

このときの水位を人的被害予測水位とする。 

 

【備考】 

親水利用が可能な水深、すなわち“摩擦力 > 流体力”の条件を満足する場合でも、以下の

ような理由から、実際には流されてしまうことがある。 

○ 利用者の不注意など（足を滑らせたなど） 

○ 局所的な流れ（構造物や巨礫の周辺など、局所的に強い流れが発生している場合がある。

また、河床が局所洗掘を受けている場合がある）※本評価手法では平均流速を使用して

いる点に留意する。 

○ 浮遊物の混入（流木などの浮遊物が混入している場合、人体に作用する流体力が大きく

なる） 

 

3.2 人的被害予測水位の発生頻度の評価 

人的被害予測水位の発生頻度は、原則として、親水利用時の水位との比較、および急な増水

の発生頻度との比較により評価する。 

 

【解説】 

前節での人的被害の発生水位の評価は、予測評価地点において、水位（水深）を変化させ、

親水利用の限界となる人的被害予測水位を算定するものであった。したがって、この限りにお

いて、親水利用の目的より要求される利用が可能であるかを検証することができる。 

しかし、人的被害の発生水位の評価では、水位の時間変化や発生頻度の評価がないため、実

際には、流況が極めて安定している河川であっても目標とする親水利用が難しいと判断される

結果が得られる場合が想定される。このため、予測評価地点での人的被害予測水位の発生頻度

を評価し、親水利用の目的より要求される利用が可能であるかを評価する必要がある。 

人的被害予測水位の発生頻度が高いほど、安全な親水利用が困難となる。以下に、安全な親

水利用が困難となる条件を示す。 

1. 親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が人的被害予測水位を上回る。 

2. 人的被害予測水位を上回る急な増水の発生頻度が高い。 
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3.2.1 親水利用時の水位の評価 

親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が、予測評価地点における人的被害予測水位

を上回る場合、予測評価地点での安全な親水利用を満足していないとして取り扱う。 

 

【解説】 

親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が、予測評価地点での人的被害予測水位を上

回る場合、予測評価地点での安全な親水利用を満足していないとして取り扱う。 

親水流量が設定されていない場合は、水位や流量などの水文観測データから、水位-流量関係

式を求め、流況曲線を作成し、低水量を親水流量として扱う（表 3.2.1）。 

ただし、水文資料が存在しない場合は、親水利用時期の水位観測調査や、親水利用の実績な

どから、親水利用時の水位を設定してもよい。 

親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が、人的被害予測水位を上回る場合、外力特

性に応じた対策が必要であるものとして取り扱う（5 章）。 

表 3.2.1 流況と維持日数 

名称 維持日数 支配確率（％） 維持不可日数 

渇水量 355 97.26  10 

低水量 275 75.34  90 

平水量 185 50.68 180 

豊水量  95 20.03 270 

 

【備考】 

水位（流量）観測データが存在しない場合には、概況を把握するため、親水利用期間の水位

観測調査を実施することが望ましい。 
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3.2.2 急激な水位上昇の発生頻度の評価 

水位（流量）の観測データの検証により、人的被害予測水位を上回る急激な水位上昇（流量

増加）の発生が認められた場合は、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害の危険があ

るものとして取り扱う。 

 

【解説】 

フラッシュフラッド（鉄砲水）による親水利用者の水難事故の増加が懸念されている。予測

評価地点の近傍の上下流に水位（流量）観測地点が存在する場合は、観測データを基に、短時

間の急激な水位上昇（流量増加）の発生頻度を把握する。評価期間は、親水利用時期を対象と

した過去 3～5 年とする。評価期間内にて、人的被害予測水位を上回る急激な水位上昇（流量増

加）の発生が認められた場合は、フラッシュフラッド（鉄砲水）による人的被害の危険がある

ものと考える。また、過去にフラッシュフラッド（鉄砲水）による水難事故の発生や取り残さ

れ事故などの実績がある場合も同様である。この場合、外力特性に応じた対策のみでの対応は

難しいことが想定されるため、発生頻度にもよるが、避難環境の充実などにより、人的被害の

軽減をはかるものとして取り扱う。 

水位（流量）の観測データは 10 分間隔以下の観測データの採用を基本とする。なお、急激

な水位上昇とは、水位変動がほとんどない親水利用可能な水位から人的被害予測水位を上回る

までの時間が 10 分より短いものとする。 

水位（流量）のデータが存在しない場合は、概況を把握するため、親水利用期間の水位観測

調査を実施することが望ましい。特に、過去にフラッシュフラッド（鉄砲水）による水難事故

の発生や取り残され事故などの実績があるなど、フラッシュフラッド（鉄砲水）の発生頻度が

高いと考えられる場合には、水位観測の実施を想定する。 

 

【備考】 

フラッシュフラッド（鉄砲水）は、局地的大雨（局地的な短時間豪雨）により発生することが

多いことから、降雨の地域特性があること（例えば、地方によって降雨特性が異なる。また、局

地的には、台風等による影響により、ある一定の地域の一定の方向に向かった斜面に集中して雨

が降るなど）など、局地的大雨が発生しやすい流域を判定できる可能性がある。ただし、フラッ

シュフラッド（鉄砲水）の発生は、流域の流出条件によっても異なる。 

  なお、源流部などの局地的大雨は、地上雨量計の観測網では捉えられない場合が少なくない 9） 
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3.3 利用目的と外力特性の評価 

人的被害予測水位、および発生頻度の評価結果より、予測評価地点での親水利用目的に対す

る外力特性を評価する。 

 

【解説】 

人的被害予測水位、および発生頻度の評価結果より、予測評価地点での親水利用目的に対す

る外力特性を評価する。 

親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が、予測評価地点での人的被害予測水位を上

回る場合、想定する親水利用目的に対して安全な親水利用は難しい。この場合、外力特性に応

じた対策（5 章）について、検討する必要がある。 

また、親水利用時の水位（親水流量に相当する水位）が、予測評価地点での人的被害予測水

位を下回る場合で、かつ、人的被害予測水位を超える急激な水位上昇の発生頻度が高いと判定

された場合には、予測評価地点での親水利用は可能であるが、フラッシュフラッド（鉄砲水）

の発生に十分留意する必要があり、避難環境の充実（5 章）について、検討する必要がある。 
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4. 危険回避の可能性の評価 

4.1 緊急時の避難路・避難場所の評価 

源流部などの局所的な短時間豪雨などにより、フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生するこ

とがある。緊急時に河道から避難できる避難路や避難場所の現状を評価する。 

 

【解説】 

親水利用者が、急激な増水などの異変を回避するためには、河道内からの緊急避難が必要で

あり、河道からの迅速な避難が可能なほど、人的被害は軽減される可能性が高い。この場合の

避難路とは、階段やスロープなどの昇降施設として整備されたものばかりでなく、河岸勾配が

十分緩い場合など、緊急時の避難が可能な場合は、避難路として扱うものとする。 

 

4.2 視距（上流の見通し距離）の評価 

フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合、河道内の親水利用者は、親水利用地点から

上流の見通せる範囲で発生した異変を認識することにより避難行動に移るものと考えられるた

め、親水利用区間における視距（上流の見通し距離）の現状を評価する。 

 

【解説】 

既往の災害事例における生存者の証言から、多くの場合、河道内の親水利用者や工事関係者

の危険の認識や避難行動は、上流の異変（水位や流量の変化）を視覚にて捉えることを契機と

している 8）。必ずしも、十分な視距（上流の見通し距離）があれば、上流の異変を捉えること

ができるとは限らないが、少なくとも視距が短い場合よりは、上流の異変を捉えることができ

る可能性があり、避難の可能性が大きくなると考えられる。 

急流河川では、一般に河床勾配が急であり、河道幅も下流河川に比べると狭いため、水域内

での親水利用時における視距は、相対的に短くなりやすい。視距が短い場合には、増水の直前

まで、上流側の水位の変化を捉えることができないことが懸念される。なお、視距は、親水利

用地点における親水利用者の視点に十分配慮する必要がある。 
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4.3 安全な避難の可能性の評価 

親水利用が想定される地点において、上流の異変を捉えた場合に、安全な避難が可能である

か、避難の可能性を評価する。 

 

【解説】 

親水利用者が、視距（上流の見通し距離）にて、フラッシュフラッド（鉄砲水）などの上流

の異変を捉えた場合に、避難行動を開始し、昇降施設などの避難路まで安全にたどり着き、河

道からの避難が可能であるか、避難の可能性について評価する。 

評価地点（避難開始地点）は、避難路まで距離や視距の観点から、親水利用されている範囲

内で、避難に最も不利な条件となる地点を選点する。安全な避難の可能性の評価は、評価地点

（避難開始地点）にて、上流の異変を捉え、避難を開始した場合の避難の可否で評価する。評

価条件は、避難の可能性の観点から、当面、表 4.3.1 を採用する。 

表 4.3.1 フラッシュフラッド（鉄砲水）による避難の可能性の評価条件（案） 

項目 評価条件 備考 

洪水波形（洪水先頭部） 洪水先頭部が 3.0～4.0m/s の

段波として流下し、急激に 1m
増水する。 

追いつかれた場合には安全な

避難はできないものとして取

り扱う。 

洪水先頭部の流下速度、水位

上昇の設定は、過去の発生事

例 9）より、当面左記の値を採

用する 

洪水先頭部の流下速度などが

想定できる場合は適切な条件

を採用する。 

避難速度 1.0～1.2m/s 過去の実験結果や避難行動シ

ミュレーションにおける採用

値を採用した 10) ,11)。 

視距（上流の見通し距離） 評価地点の値とする。  

視距にて異変を確認し、避難

を開始するまでの時間 
0s～ 一般に、異変を確認後、避難

開始までの時間を要する。 

避難経路 評価地点から緊急時の避難路

までの経路。 
必ずしも直線距離とならない

場合がある。 

評価地点（避難開始地点） 親水利用の想定される範囲内

での任意の地点とする。 
親水利用の想定される範囲内

で避難路までの最遠地点につ

いても評価する。 

※参考：都賀川：洪水先頭部が 3m/s程度の段波として流下し、10分間に 1.34m水位が上昇した。 

※実際には、フラッシュフラッド（鉄砲水）を捉えた場合、異変を確認し、避難を開始までの時

間を要することが通常である。また、異変の気づきの遅れなど、避難が遅れる場合がある。 
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5. 適用性の評価 

5.1 親水利用におけるリスク分析 

河道の外力特性の評価と危険回避の可能性の評価より、親水利用におけるリスク分析を行う。 

 

【解説】 

河道の外力特性の評価、および危険回避の可能性の評価より、安全対策に向けた親水利用に

おけるリスク分析を行う（図 5.1.1）。 

 

図 5.1.1 河道の外力特性の評価と危険回避の可能性の評価 1）を参考として作成 

 

○ 軽度のリスク（安全教育・啓発）：親水利用の目的に対して河道の外力条件は満足しており、

迅速な避難も可能であると考えられる施設では、現状と同様の利用が可能であるが、利用者

へのフラッシュフラッド（鉄砲水）に対する注意喚起を促す方策が必要である。なお、注意

喚起を促す方策は、すべてのリスクに対して講じる必要がある。 

○ 中程度のリスク（避難環境の充実）：親水利用の目的に対して河道の外力条件は満足してい

るが、フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合に避難が困難であると考えられる親水

利用施設では、避難環境を充実させる対策が効果的である。 

○ 中程度のリスク（外力特性に応じた対策）：親水利用の目的に対して河道の外力が大きいが、

フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合でも避難が可能と考えられる親水利用施設で

は、親水利用形態の変更など、外力特性に応じた対策が効果的であると考えられる。 

○ 重度のリスク・ハザードの除去（外力特性に応じた対策・避難環境の充実）：親水利用の目

的に対して河道の外力が大きく、フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合に避難が不

可能と考えられる親水利用施設では、安全評価に適合していないものとして直ちに対策を講

じる必要がある。 
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5.2 安全対策の検討 

5.2.1 安全教育・啓発 

親水利用を促す区間では、利用者へのフラッシュフラッド（鉄砲水）に対する注意喚起を促

す方策が必要である。 

 

【解説】 

親水利用者の人的被害の軽減のため、親水利用施設の利用条件を明記するなど、利用者が危

険性をあらかじめ適切に知ることができるように情報提供することが求められる。一方、不測

の危険性に対しては、あくまでも利用者の自己責任が原則である。このため、利用者が容易に

関連情報を入手できるようにすることが必要である。 

親水利用を促す区間では、利用者へのフラッシュフラッド（鉄砲水）に対する注意喚起を促

す方策が必要である。なお、安全教育・啓発は、あらゆる主体からあらゆる機会を通じて、継

続的に実施されることが重要である。 

表 5.2.1 親水利用施設での注意喚起を促す看板の記載内容（案） 

記載項目（案） 記載例 

○想定する親水利用 

○親水利用の適用水深 

○局地的大雨の危険性 

○フラッシュフラッド（鉄砲

水）の危険性 

○避難路の概況 

○情報の入手先 

○施設管理者名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【備考】 

本書では、“親水利用を前提とする施設”、“親水利用を前提としないが利用に配慮すべき

施設”を対象とした。“親水利用を前提としない施設”では、立ち入り禁止の表示やフェンス

などの施設の設置が必要である。 

急な増水に注意！ 
○○親水公園は、小学生以上の児童の利用を想定しています。水遊び

は○cm 程度までの範囲を想定しています。流れの速い場所や深い場所

には近づかないようにしましょう。 
上流などで急に大雨が降ると、急な増水が発生することがあります。

○○親水公園で雨が降っていなくても、上流で雨が降っていると考えら

れる場合や、急に大雨が降ってきた場合には川からあがりましょう。 
なお、緊急時の避難路は地図の通りです。 

 
 
 
 
 
 
 
 
雨量情報：○○○ http// 
水位情報：○○○ http// 

○○事務所

地図 
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5.2.2 避難環境の充実 

フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合に、親水利用者の安全な避難が困難であると

評価された場合、緊急時の避難路・避難場所の確保が必要であり、視距の確保が有効である。

また、必要に応じて、水位警報装置などの情報機器の導入を検討する。 

 

【解説】 

フラッシュフラッド（鉄砲水）が発生した場合に、親水利用者の安全な避難が困難であると

評価された場合、緊急時の避難路などの確保が必要である。また、視距の確保が有効であると

考えられる。 

視距の確保が難しく、緊急時の避難路などの確保が難しい場合には、水位警報装置などの情

報機器の導入を検討する。このような親水利用区間のうち、利用者数が多く、利用頻度も高い

親水利用区間では、水位警報装置などの情報機器の導入が適当である。また、過去にフラッシ

ュフラッド（鉄砲水）による水難事故や取り残され事故などの実績があるなど、人的被害の発

生頻度が高いと考えられる場合も同様である。 

なお、既に水位警報装置などの情報機器が導入されている場合は、実績をふまえて情報機器

の機能を評価し、安全な避難の実効性について評価する。また、背後地の公園整備などとあわ

せて親水利用がはかられている場合など、親水利用における監視人制度が採用されている場合

がある。この場合、安全管理の実態を把握し、安全な避難の実効性について評価する。 

表 5.2.2 避難環境の充実（案） 

対策（案） 概要 備考 

緊急時の避難路・避難

場所の確保 
人的被害の発生を軽減するため、緊急時の

避難路・避難場所を確保するもの。 
避難経路が長い場合に、特

に有効であると考えられ

る。 

視距（上流の見通し距

離）の確保 
危険回避、および避難の可能性の観点か

ら、上流の異変を視認できるよう視距を確

保するもの。 

段波として流下する場合

は特に有効であると考え

られる。 

警報システムなど情報

機器の導入など 
人的被害の発生を軽減するため、降雨情報

や水位情報などを契機として、急激な増水

の危険性を伝達するもの。 

人的被害の発生頻度が高

い場合には、特に有効であ

ると考えられる。 

 

【備考】 

水位警報装置など情報機器は、どの地点で、何を計測して、どのように伝達されるのかなど

の観点から、機能の評価を行う必要がある。警報装置は、大雨・洪水注意報および警報の発表

と連動して作動する方式や、親水利用区間の上流で観測した雨量情報と連動して作動する方式、

親水利用区間の上流で観測した水位情報と連動して作動する方式などがある。 
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5.2.3 外力特性に応じた対策 

親水利用目的に対して、河道の外力特性が大きく、目的とする親水利用に適さないと評価さ

れた場合、利用形態の変更や、利用の範囲の制限、施設の改良などの対策が考えられる。 

 

【解説】 

親水利用目的に対して、河道の外力特性が大きく、目的とする親水利用に適さないと評価さ

れた場合、利用形態の変更や、利用範囲の制限、施設の改良などの対策が考えられる。 

ここで、利用形態の変更とは、外力特性に応じた親水利用に変更することである。適切でな

い親水利用が少ない場合には、特に有効であると考えられる。利用範囲の制限とは、親水利用

を外力特性に適した範囲に制限するものである。施設の改良とは、河道の拡幅や河床勾配の緩

勾配化などにより、親水利用に適した外力特性に矯正するものであり、複断面河道の場合、低

水路の拡幅や小規模落差工の採用などが考えられる。 

なお、対策の採用は、親水利用の現状や地域のニーズをふまえ、効果的な対策を採用するこ

とに十分留意する。 

表 5.2.3 外力特性に応じた対策（案） 

対策（案） 概要 備考 

利用形態の変更 利用形態を“水遊び”から“散策”へ変更

するなど、外力特性に応じた親水利用に変

更することで、人的被害の発生を回避する

もの。 

適切でない親水利用が少

ない場合には特に有効で

あると考えられる。 

利用範囲の制限 “水遊び”の利用範囲を、水深が浅く河床

勾配の緩い区間に制限するなど、親水利用

を外力特性に適した範囲に制限すること

で、人的被害の最小化をはかるもの。 

親水利用の可能な範囲を

明示する必要がある。 

施設の改良 河道の拡幅や河床勾配の緩勾配化などに

より、親水利用に適した外力特性に矯正す

るもの。 

利用のニーズが高い場合

などには有効であると考

えられる。 
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5.3 適用性の評価 

リスク分析をふまえて検討した安全対策が適切であるかを判定するため、安全対策を採用し

た場合の親水利用の適用性を評価する。 

 

【解説】 

親水利用におけるリスク分析より、効果的な安全対策を検討する。また、リスク分析をふま

えて検討した安全対策が適切であるかを判定するため、安全対策を採用した場合の親水利用の

適用性を評価する。 

なお、リスク分析の結果、対象となる親水施設が、重度のリスクを抱え、かつ、効果的な安

全対策を採用することが困難な場合は、親水利用を行わないものとする。 

 

【備考】 

本書では、安全対策として、外力特性に応じた対策（利用形態の変更、親水利用の範囲の制

限、施設の改良による外力特性の強制）、避難環境の充実（緊急時の避難路・避難場所の確保、

視距の確保、水位警報装置などの情報機器の導入など）について記載した。これらは、基本的

な対策の考え方を示したものである。 

本書は“適用性の評価”について記載した。“対策の選定”では“適用性の評価”に基づき、

施設の利用特性や立地条件等を考慮し、適切な対策を選定する。 
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【用語】 

渓流：河川の上流域のこと。ここでは砂防指定地を流下する急流河川とした。 

河道の外力特性：河道の断面形状や縦断形状、あるいは粗度により、ある水深での流速は大

きく異なる。ここでは、河道に特有な水位-流速による流体力の特性とした。 

フラッシュフラッド（鉄砲水）：急流河川などに発生する非常に急激な増水のこと。しばし

ば土砂や流木を巻き込むことがある。ただし、どちらかというと水が主体の現象である。 

局地的大雨：狭い範囲における大雨。特に集中豪雨よりも降雨範囲が狭く、継続時間が短い

ものをいう。 

リスク：危害・損害などに遭う高い可能性。または、自ら覚悟して冒す危険。一般的には、

「ある行動に伴って（あるいは行動しないことによって）、危険に遭う可能性や損をする可

能性を意味する概念」と理解されている。 

ハザード：偶然性の強い危険を意味し、危険物・障害物などをいう。潜在的に危険の原因と

なりうるものすべて。 
※ ハザードは潜在的に危険の原因となりうるものすべてをいい、リスクは実際にそれが起こって現実の

危険となる可能性を組み合わせた概念である。ゆえにハザードがあるとしてもそれがまず起こりえな

いような事象であればリスクは低く、一方確率は低いとしても起こった場合の結果が甚大であれば、

リスクは高いということになる。 
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